
※町税収入のうち、個人町民税と固定資産税（土地・家屋）を
　人口で割ったもの。

平成27年度一般会計で町民一人当たりに
使われたお金　33万3,216円

町の貯金と借金（一般会計）

貯　金
（基金残高）平成27年度末

借　金
（町債残高）平成27年度末

47億9,954万円

158億2,488万円

平成27年度町民一人当たり
に換算した町税収入

11万8,469円

39万612円

10万3,268円（円未満四捨五入）

民生費
45億9,499万円

34.0%

民生費
45億9,499万円

34.0%

公債費
14億7,024万円

10.9%

公債費
14億7,024万円

10.9%

土木費
11億2,025万円

8.3%

土木費
11億2,025万円

8.3%

教育費
21億5,302万円

16.0%

教育費
21億5,302万円

16.0%

消防費
3億6,624万円 2.7%

商工費
2億8,923万円 2.1%

その他
1億6,550万円 1.2%

総務費
19億6,984万円

14.6%

総務費
19億6,984万円

14.6%

衛生費
10億419万円
7.4%

衛生費
10億419万円
7.4%

農林水産業費
3億6,609万円 2.7%

町民一人当たり

町民一人当たり

民生費

衛生費

総務費

消防費 農林水産業費 商工費

教育費

公債費 土木費

その他

平成27年度

※人口は、平成28年 3月31日現在の人口
（40,513人）で計算しています。

１１３，４２０円１１３，４２０円 ４８，６２２円４８，６２２円

３６，２９１円３６，２９１円 ２７，６５２円 ２４，７８７円２４，７８７円

９，０４０円９，０４０円 ７，１３９円７，１３９円

４，０８５円４，０８５円

５３，１４４円５３，１４４円

９，０３６円９，０３６円

町税
61億6,664万円

43.2%

町税
61億6,664万円

43.2%

繰入金　
2億3,400万円 1.6%

繰入金　
2億3,400万円 1.6%

地方交付税
7億8,217万円 5.5%

町債
14億3,290万円

10.0%

町債
14億3,290万円

10.0%

地方譲与税
1億9,900万円
1.4%地方消費税交付金

7億2,985万円 5.1%

国庫支出金
19億639万円
13.3%

県支出金
9億2,249万円

6.5%

その他（依存財源）
1億3,166万円 0.9%

その他（自主財源）
1億2,702万円 0.9%

繰越金
8億1,296万円

5.7%

繰越金
8億1,296万円

5.7%

使用料・手数料
1億5,722万円 1.1%

分担金・負担金
3億7,910万円 2.7%

財産収入
3億598万円 2.1%

自主財源
81億8,292万円

57.3%

自主財源
81億8,292万円

57.3%

依存財源
61億446万円
42.7%

依存財源
61億446万円
42.7%
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問
財
政
課　
財
政
係　
☎（
２
３
２
）２
１
１
１

平
成
27
年
度
決
算
に
つ
い
て
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た

税
金
や
、
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
、
交
付
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に

使
わ
れ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

※
端
数
調
整
の
た
め
、
内
訳
と
グ
ラ
フ
の
数
値
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

一
般
会
計
の
決
算
の
状
況

　
平
成
27
年
度
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入

が
１
４
２
億
８
，
７
３
８
万
円
、
歳
出
が
１
３

４
億
９
，
９
５
９
万
円
で
、
歳
入
か
ら
歳
出
を

差
し
引
く
と
７
億
８
，
７
７
９
万
円
の
黒
字
と

な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
１
億
６
，
８
２
４
万

円
は
平
成
28
年
度
に
繰
り
越
し
て
行
う
事
業
費

に
充
て
る
た
め
、
実
際
に
は
６
億
１
，
９
５
５

万
円
の
黒
字
で
す
。

　
ま
た
、
前
年
度
末
に
比
べ
、
町
の
貯
金
で
あ

る
基
金
残
高
は
２
億
１
，
８
０
９
万
円
増
加
し

て
47
億
９
，
９
５
４
万
円
に
、
町
の
借
金
で
あ

る
町
債
残
高
は
１
億
１
，
６
３
０
万
円
増
加
し

て
１
５
８
億
２
，
４
８
８
万
円
に
な
り
ま
し
た
。

歳
入

　
歳
入
は
、
町
税
や
使
用
料
な
ど
町
独
自
で
確

保
す
る
「
自
主
財
源
」
と
、
地
方
交
付
税
や
国

県
支
出
金
な
ど
国
や
県
の
基
準
に
基
づ
き
交
付

さ
れ
る
「
依
存
財
源
」
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　
自
主
財
源
は
全
体
の
57
・
３
％
で
、
そ
の
主

な
も
の
は
町
税
61
億
６
，
６
６
４
万
円
、
繰
越

金
８
億
１
，
２
９
６
万
円
、
分
担
金
・
負
担
金

３
億
７
，
９
１
０
万
円
な
ど
で
す
。

　
一
方
、
依
存
財
源
は
全
体
の
42
・
７
％
で
、

国
庫
支
出
金
19
億
６
３
９
万
円
、
町
債
14
億
３
，

２
９
０
万
円
、
県
支
出
金
９
億
２
，
２
４
９
万

円
、
地
方
交
付
税
７
億
８
，
２
１
７
万
円
な
ど

で
す
。

決算

町税の内訳
固定資産税 32億7,630万円 53.1%

うち土地  8億2,849万円
うち家屋 13億9,121万円
うち償却資産 10億2,235万円
うち交付金 3,425万円

個人町民税 19億6,399万円  31.9%
法人町民税 5億1,375万円      8.3%
町たばこ税 3億2,509万円      5.3%
軽自動車税 8,751万円 1.4%

その他（依存財源）の内訳
地方特例交付金 3,576万円
配当割交付金 2,506万円
株式等譲渡所得割交付金 2,151万円
ゴルフ場利用税交付金 1,609万円
自動車取得税交付金 1,381万円 
交通安全対策特別交付金 948万円
利子割交付金 689万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 306万円

その他（自主財源）の内訳
諸収入 1億2,401万円
寄附金 301万円

その他の内訳
議会費 1億3,600万円
災害復旧費 2,630万円
労働費 320万円 （ ）

142億8,738万円
（前年度比12億8,421万円減）

134億9,959万円
（前年度比12億5,904万円減）

一般会計

歳入
一般会計

歳出

歳
出

　

歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、
民
生
費
が

45
億
９
，
４
９
９
万
円
で
全
体
の
34
・
０
％
を

占
め
て
最
も
多
く
、
次
い
で
教
育
費
が
21
億
５
，

３
０
２
万
円
、
総
務
費
が
19
億
６
，
９
８
４
万

円
、
続
い
て
公
債
費
、
土
木
費
の
順
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
歳
出
総
額
を
、
平
成
28
年
３
月
31
日
現
在
の

人
口
４
万
５
１
３
人
で
割
る
と
、
町
民
一
人
当

た
り
33
万
３
，
２
１
６
円
が
使
わ
れ
た
計
算
に

な
り
ま
す
。

　
次
の
ペ
ー
ジ
で
、
平
成
27
年
度
の
主
な
事
業

内
容
を
紹
介
し
ま
す
。
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民
生
費

　
社
会
福
祉
、
老

人
福
祉
、
障
が
い

者
福
祉
、
児
童
福

祉
、
児
童
手
当
、

ひ
と
り
親
家
庭
・

寡
婦
対
策
、
保
育

所（
私
立
を
含
む
）

の
運
営
な
ど
に
36

億
４
，
１
８
０
万

円
を
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
へ
２
億
９
，
２
６
９
万
円
、

介
護
保
険
特
別
会
計
へ
２
億
９
，
７
０
７

万
円
を
繰
り
出
し
、
後
期
高
齢
者
医
療
対

策
と
し
て
、
広
域
連
合
へ
の
負
担
金
と
特

別
会
計
へ
の
繰
出
金
を
合
わ
せ
て
３
億
６
，

３
４
３
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

教
育
費

　
武
蔵
ヶ
丘
中
学

校
増
築
事
業
の
工

事
費
と
し
て
７
億

４
，
７
５
０
万
円
、

各
小
中
学
校
の
運

営
費
、
外
国
青
年

招
致
事
業
、
幼
児

教
育
な
ど
に
11
億

５
，
８
８
２
万
円
、

図
書
館
や
生
涯
学
習
施
設
の
運
営
、
生
涯

学
習
、
青
少
年
育
成
、
文
化
振
興
、
人
権

教
育
・
啓
発
の
推
進
な
ど
の
社
会
教
育
費

に
２
億
２
，
１
０
４
万
円
、
社
会
体
育
に

２
，
５
６
６
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

総
務
費

　

各
地
区
施
設

（
放
送
施
設
、
街

灯
な
ど
）
の
整

備
、
交
通
安
全
対

策
、
防
犯
灯
の
設

置
、
町
内
巡
回
バ

ス
の
運
行
、
電
算

シ
ス
テ
ム
の
運
用
、

土
地
取
得
特
別
会

計
へ
の
繰
出
金
な

ど
に
16
億
１
，
８
７
２
万
円
を
支
出
し
ま

し
た
。

　
ま
た
、
財
政
調
整
基
金
積
立
金
と
し
て

３
億
５
，
１
１
２
万
円
積
み
立
て
ま
し
た
。

土
木
費

　
道
路
新
設
改
良
事
業
、
町
道
・
公
園
・

町
営
住
宅
の
維
持
管
理
な
ど
に
５
億
２
，

２
５
６
万
円
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に
２

億
１
，
７
０
１
万
円
を
支
出
し
、
下
水

道
事
業
会
計
へ
公
共
下
水
道
分
と
し
て

３
億
８
，
０
６
８
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

衛
生
費

　
子
ど
も
医
療

費
助
成
、
予
防

接
種
、
健
康
相

談
、
集
団
検
診
、

清
掃
費
な
ど
に

７
億
５
，
７
２

１
万
円
を
支
出

し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
ご
み
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊

池
環
境
保
全
組
合
に
２
億
１
，
４
３
６
万

円
を
、
し
尿
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊
池

広
域
連
合
に
３
，
２
６
２
万
円
を
支
出
し

ま
し
た
。

消
防
費

　

菊
池
広
域
連
合
へ
の
負
担
金
と
し
て

２
億
９
，
８
６
５
万
円
を
支
出
し
、
消
防

団
活
動
、
各
地
区
消
防
施
設
の
整
備
な
ど

に
６
，
７
５
９
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

農
林
水
産
業
費

　
農
業
の
振
興
、
農
道
や
水
路
な
ど
の
整

備
、
町
有
林
の
管
理
な
ど
に
３
億
３
，
６

３
８
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
下

水
道
事
業
会
計
へ
農
業
集
落
排
水
分
と
し

て
２
，
９
７
１
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

商
工
費

　
町
内
業
者
育
成
、
ま
ち
遊
び
事
業
な
ど

の
商
工
・
観
光
振
興
に
６
，
５
３
４
万
円

を
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
原
水
工
業
団

地
の
分
譲
、
工
場
の
誘
致
な
ど
の
企
業
誘

致
費
と
し
て
２
億
２
，
３
８
９
万
円
を
支

出
し
ま
し
た
。

災
害
復
旧
費

　
平
成
27
年
８
月
25
日
発
生
の
台
風
15
号

の
復
旧
事
業
費
な
ど
に
２
，
６
３
０
万
円

を
支
出
し
ま
し
た
。土地取得

特別会計

歳入 1億7,181万円 介護保険
特別会計

歳入 22億3,765万円

歳出 1億7,181万円 歳出 21億4,954万円

国民健康保険
特別会計

歳入 42億7,496万円 後期高齢者医療
特別会計

歳入 3億1,544万円

歳出 41億6,571万円 歳出 3億   548万円

　
平
成
27
年
度
決
算
に
基
づ
く
「
健
全
化

判
断
比
率
」
と
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算

定
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
こ
れ
ら
の
比
率

か
ら
地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
悪
化
の

様
子
を
と
ら
え
、
早
い
う
ち
か
ら
健
全
化

を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
も
の
で
す
。

【
健
全
化
判
断
比
率
】

　
健
全
化
判
断
比
率
に
は
、
❶
～
❹
の
４

つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
主

に
地
方
公
共
団
体
の
標
準
的
な
状
態
で
収

入
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
財
源
で
あ
る

「
標
準
財
政
規
模（
平
成
27
年
度
は
約
83
億

円
）」
に
対
す
る
比
率
で
す
。

　
い
ず
れ
の
指
標
も
、
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
っ
て
お
り
、
本
町
の
財
政
は
比
較

的
健
全
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

❶
実
質
赤
字
比
率 

　
一
般
会
計
等（
下
記
対
象
範
囲
参
照
）の

実
質
赤
字
の
比
率
を
い
い
ま
す
。
当
年
度

は
約
６
億
円
の
実
質
黒
字
と
な
っ
た
た
め
、

実
質
赤
字
比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❷
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等
に
加
え
、
公
営
事
業
会
計

及
び
公
営
企
業
会
計（
下
記
対
象
範
囲
参

照
）を
連
結
し
た
実
質
赤
字
の
比
率
で
す
。

当
年
度
は
い
ず
れ
の
特
別
会
計
も
実
質
黒

字
で
あ
り
、
連
結
で
約
９
億
円
の
実
質
黒

字
と
な
っ
た
た
め
、
連
結
実
質
赤
字
比
率

は
あ
り
ま
せ
ん
。

❸
実
質
公
債
費
比
率

　
一
般
会
計
等
の
公
債
費
に
、
一
般
会
計

が
実
質
的
に
負
担
し
た
、
そ
の
他
の
特
別

会
計
の
公
債
費
な
ど
を
加
え
た
比
率
を
い

い
ま
す
。
当
年
度
は
８
・
７
％
と
な
り
ま

し
た
。

❹
将
来
負
担
比
率

　
地
方
債
残
高
や
将
来
支
払
う
可
能
性
の

あ
る
そ
の
他
の
負
担
の
比
率
を
い
い
ま
す
。

当
年
度
は
14
・
２
％
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
27
年
度
の
主
な
事
業
内
容

町
の
財
政
は
健
全
な
状
態

健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率

特別会計
一般会計の他、４つの特別会計の決算は次のとおりです。

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

❶実質赤字比率 － 13.68% 20.00%

❷連結実質赤字比率 － 18.68% 30.00%

❸実質公債費比率 8.7% 25.0% 35.0%

❹将来負担比率 14.2% 350.0%

資金不足比率 経営健全化基準

❶下水道事業会計 － 20.00%

※４つの指標のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合は「早期健
全化団体」とされ、財政健全化計画を、３つの指標のうち、いずれか
が財政再生基準以上の場合は「財政再生団体」とされ、財政再生計画
を定めなければなりません。

※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となったものです。

※資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は「経営健
全化団体」とされ、経営健全化計画を定めなければな
りません。

※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となっ
たものです。

「平成27年度　決算審査」

　町監査委員からは、決算などの審査の結果、
「審査に付された各指標と算定の基礎となる
事項を記載した書類は、いずれも適正に作成
されており、各指標を見る限り、町の財政状
況は健全段階にある。今後の経過についても
注視していく」との意見がありました。
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土地取得特別会計

公営事業会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

公営企業会計 下水道事業会計
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一部事務組合
・広域連合

菊池広域連合

菊池環境保全組合

大津菊陽水道企業団

熊本県市町村総合事務組合

熊本県後期高齢者医療広域連合

【健全化判断比率・資金不足比率の対象範囲】 【資金不足比率】
　公営企業の資金不足を料金収入などの規模
と比較したものです。下水道事業会計は実質
黒字となったため、資金不足比率はありませ
ん。
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